
（別紙）

整理
番号

項目 御意見の概要 御意見に対する考え方

1 メニュー別排出
係数について ●地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）に

基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度では、温室効果ガス
を一定量以上排出する者（以下「特定排出者」という。）が温室効果
ガス排出量の算定に用いる電気の使用に伴う排出係数については、環
境大臣及び経済産業大臣が公表する係数を使用することとなっていま
す。

●メニュー別係数については、温対法に基づく事業者別排出係数の算
出方法等に係る検討会（第１０回）にて、その報告については各事業
者の任意とすることや料金メニューの全てに係数を対応させる必要は
ないこと等を取り決めました。

●１点目のご指摘ですが、メニュー別係数の報告は任意であり、電気
事業者がメニュー別係数の公表を希望しない場合でも、特定排出者の
調整後排出量の算定に支障はありません。具体的には、電気事業者が
メニュー別係数の公表を希望しない場合、国は当該電気事業者の事業
者別（事業者全体）の調整後排出係数を公表します。その場合、当該
電気事業者から電気の供給を受けた特定排出者は、当該電気事業者の
事業者別（事業者全体）の調整後排出係数を用いて調整後排出量を算
定し、国に報告することになります。

●２点目のご指摘ですが、メニュー別係数については、複数の販売メ
ニューを類型化することも可能であり、その場合は、全ての料金メ
ニューに係数を対応させる必要はありません。詳細は第１０回検討会
資料３－２の６頁を御参照ください。
(http://ghgsanteikohyo.env.go.jp/files/calc/kento_j10/mat03_2.p
df)

電気事業者ごとの実排出係数及び調整後排出係数の算出及び公表について（案）に対する御意見の概要

●温対法に基づく事業者別排出係数の算出方法等に係る検討会（第１
０回）にて、「料金メニュー別係数の報告・利用を要求事項とするか
任意とするか」について、料金メニュー別係数報告を電気事業者への
要求事項とすることは料金戦略上問題が生じるため、任意とする取扱
いで決着している。
一方、温対法届出事業者は告示された係数による方法しか許されない
ということは、事実上料金メニュー別係数報告が要求事項となってい
ることと何が異なるのか。

●また、『全ての料金メニューに係数を対応させるか否か』につい
て、多種多様な料金メニューの全てに係数を対応させるのは現実的で
はないため、対応させない扱いで決着している。
一方、温対法届出事業者は告示された係数による方法しか許されない
ということは、実際に温対法届出事業者別にクレジット利用するなど
の方法で個別の係数を約束した販売メニューについて全てを報告・告
示することとなり、検討会での決着事項と矛盾することにならない
か。

●さらに、告示別紙9「メニュー別排出係数の告示を希望する場合に
は・・・報告する」とあり、希望者だけが報告するもののように捉え
ることができる。しかし、電気事業者は報告しなければ、特定係数を
販売した温対法届出事業者が特定係数を利用できないため、実際上は
希望者だけの報告ではないため誤解を生じさせる表現ではないか。
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●３点目のご指摘ですが、平成２６年度に実施したアンケート調査の
結果、電気事業者、特定排出者ともに「従来どおりでよい」が「メ
ニュー別係数を設定・利用したい」を上回っている事実を踏まえ、メ
ニュー別係数の報告は任意としたところであり、今後もメニュー別係
数の公表を希望しない電気事業者も一定程度いると考えられることか
ら、このような表現としたところです。前述のとおり、電気事業者の
メニュー別の係数が公表されていない場合は、特定排出者は当該電気
事業者の事業者別（事業者全体）の調整後排出係数を用いて調整後排
出量を算定することになります。

2 メニュー別排出
係数について ●排出係数の報告と公表時期は、現行制度における電気事業者、新規

参入者、メニュー別排出係数、いずれも同様のスケジュールで取り扱
い、「係数確定年度」のＣＯ２排出係数を「電気の購入年度」に用い
る「期ズレ」を生じないスキームに統一すべき。

●メニュー別排出係数の表示は、消費者が商品を選択するうえで重要
な情報源であり表示が望ましいが、現在の案では、メニュー別排出係
数を表示する小売電気事業者は、表示しない事業者より重い負担を強
いられるスキーム（一月半前倒しでの報告および２度にわたって報告
を作成する必要がある）となっており、消費者に配慮した透明性の高
い小売事業を阻害し、電力小売事業の差別化や新規参入等を抑制しか
ねず問題である。これらは、多様な電力について適切に情報を得て商
品を選びたいという消費者の選ぶ権利も損なう。

●御指摘のとおり、特定排出者が購入した電気の購入年度と報告に用
いる電気事業者の排出係数の算定年度とのズレ（以下「期ズレ」とい
う。）を全面的に解消することが望ましいと考えます。

●この「期ズレ」解消については、電気事業者が排出係数を算出し国
に報告するまでの事務負担及び報告された排出係数を国が確認し公表
するまでの期間、さらには特定排出者の排出量の報告期限等を総合的
に勘案し、いただいた御意見も踏まえ、引き続き検討してまいりま
す。

●新規参入電気事業者が翌年度初めに排出係数を算出し、「期ズレ」
を生じずに報告することが可能であれば、既存の電気事業者にも当然
可能であり、従来は認められてきた「期ズレ」の解消につながる。

●「期ズレ」がある事業者とない事業者が混在する今回のスキーム案
は、特定排出者にとっても電気事業者にとってもわかりにくく混乱の
もとであり、「期ズレ」を生じないことに照準を合わせ、すべての電
気事業者の報告を７月末、国の係数告示を８月末、特定排出者のＣＯ
２排出量報告を９月に設定するという、全体に無理のないシンプルな
制度設計が賢明である。
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3 メニュー別排出
係数について ●電気事業者の排出係数の算定方法に関しては、実際に調達している

電気の排出係数である実排出係数で議論いただきたい。

●第一に、調整後排出係数は、クレジット等による調整のほか、固定
価格買取制度による調整を行って算出するとされている。この考え方
で調整後排出係数を算定した場合、積極的にＦＩＴ電源による電力を
調達した電気事業者の調整後排出係数は、実排出係数とは違った係数
となり、ＦＩＴ電源を主として有する電気事業者を選択した需要家に
とって誤解を招くことも十分考えられる。

●第二に、新規に参入してきた電気事業者は、旧一般電気事業者が有
する低排出係数の発電所やＦＩＴを適用しない再エネ電源を有するこ
とのハードルが高く、結果的に、新規発電所からの調達が多くなる。
新規発電所のうち再エネ電源の場合はほとんどＦＩＴが適用され、調
整後排出係数が高くなる可能性がある。

●温対法に基づく事業者別排出係数検討会（第１０回）にて、メ
ニュー別係数は、ＦＩＴ調整やクレジット利用を加味した調整後排出
係数とすることを取り決めました。理由は以下のとおりです。

・ＦＩＴ電気を含む販売電力量をもとに料金メニューごとの実排出係
数を作成するとした場合、ＦＩＴ電気を含むメニュー別係数で低ＣＯ
２（あるいはＣＯ２ゼロ）を設定することは可能ではあります。
・しかし、固定価格買取制度では全国の需要家に対して原則一律の
サーチャージ単価が設定されていることを踏まえると、ＦＩＴ電気調
達にかかるｋｈｗあたりのＣＯ２排出削減効果（排出係数）は一律で
あると考えることができ、また、電力システム改革小委制度設計ＷＧ
において、ＦＩＴ電気（交付金により費用負担を受けたもの）は再エ
ネ由来電気であること等を付加価値として販売することができない整
理がなされていることから、ＦＩＴ電気を含むメニュー別係数は直ち
に低ＣＯ２（あるいはＣＯ２ゼロ）とみなすことはできません。

●第三に、メニュー別係数が調整後排出係数で議論される状況下で
は、ＦＩＴ電源を主として有する小規模な電気事業者は低排出係数の
メニュー作成が困難。この場合、ＦＩＴ以外の再エネ電源が実質的に
殆ど無いことから、既存のＦＩＴ電源を解約する等、手段が限定され
てしまうのではないか。

●また、排出係数が実質ゼロである自負と、ブランドを意識して運営
されているＦＩＴ発電事業者には、小売電気事業者が調整後排出係数
を扱うことによって、今後の事業拡大に疑問を感じている方々も多い
と認識している。かような認識の下、「調整後排出係数の設定は発電
事業者、並びにＦＩＴ電源を主として有する電気事業者が、今後にお
いて排出係数を下げる努力を阻害する」ことに繋がるのではないか。

●他方で、御指摘のとおり、新規に参入した小売電気事業者におかれ
ては、旧一般電気事業者が有する低炭素な電源やＦＩＴ制度によらな
い再エネ電源にアクセスすることが困難な面もあり、この点について
は、エネルギー革新戦略（平成２８年４月経済産業省）において、
「小売電気事業者が低炭素電源にアクセスしやすい市場環境の整備が
重要」としており、今後検討してまいります。

●なお、ＦＩＴ電気については全量買取制度が置かれているため、Ｆ
ＩＴ電気のＣＯ２を小売段階でどう評価するかということと、ＦＩＴ
発電事業者の事業判断には直接の関係はありません。いずれにして
も、ＦＩＴ電気の発電時に物理的にはＣＯ２を排出していないこと
や、ＦＩＴ制度が再生可能エネルギー導入推進の原動力として地球温
暖化対策計画にも位置づけられていることに変わりありません。
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4 ＪＣＭクレジッ
トについて ●温室効果ガス排出削減は、基本的に日本国内の対策で行われるべき

であり、日本政府が途上国の緩和・適応施策に貢献することは重要で
あるが、国内での削減インセンティブを弱める海外認証排出削減（JＣ
Ｍ）を、国の目標達成に用いるべきではない。

●国内での温室効果ガス排出削減に優先的に取り組み、省エネと再生
可能エネルギーの速やかな導入を通して目標を達成したうえで、海外
でのＣＯ2 排出削減に取り組むべきである。

●また、途上国での温室効果ガス排出削減事業は、ＲＥＤＤプラスや
大規模植林事業、開発をともなう大規模事業など、人権侵害や土地収
奪、環境汚染も引き起こしている場合も多い。

●排出量削減の視点のみでＪＣＭクレジットを使用することは、こう
した悪影響を助長する恐れがあり、避けるべきである。

●我が国の温室効果ガス削減目標にＪＣＭクレジットを活用すること
は、地球温暖化対策計画（平成２８年５月１３日閣議決定）において
明記されております。いただいた御意見は、今後の施策展開において
参考にさせていただきます。

5 ＪＣＭクレジッ
トについて ●二酸化炭素排出量の有効な調整にはＪＣＭに参加している国をホス

トとしているＣＤＭプロジェクトの第二約束期間を活用すべきと考え
る。

●このことは東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議まとめ
においても「ＪＣＭと並びＣＤＭの取得など我が国の優れた発電技術
等の国際展開による排出削減等の取組も可能）」として容認されてい
ると考える。

●現下のＪＣＭにおいてはクレジット量が少なく(至近の一年に交付さ
れたクレジットは40tonCO2e)、電力排出係数目標の達成に少なくとも
必要と考えられる数1,000万トンCO2e/yレベルのクレジットを有効な形
で活用できない状況である。

●ＪＣＭ候補として実施されている日本の複合ガ発電装置(ＧＴＣＣ)
を移転しているクレジットの大きなプロジェクトはいまだＪＣＭとし
て具現化されていない。

●さらに、ＪＣＭのクレジットは参加民間会社に交付されないことも
ＪＣＭクレジットの活用を困難にしていると考える。

●第二約束期間のＣＤＭクレジットの活用は想定していません。これ
に対応して、第二約束期間のＣＤＭクレジットを調整後排出係数の算
出に使用することはできません。

●なお、ＪＣＭにおいては、プロジェクト参加民間会社がクレジット
を取得することは可能です。
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6 その他 ●ＦＩＴ電気について全国平均係数等を用いてＣＯ２排出量を加える
等の調整を行うべきではない。国民負担の観点からＦＩＴ電気につい
て調整を行う場合は、電源開発促進税や東京電力（株）福島第一原子
力発電所事故処理費用を負担している原子力の係数についても見直す
べき。

●いただいたご意見は、今回の本通達の改訂事項以外に関するもので
すので、今後の制度設計の参考とさせていただきます。

●ＦＩＴ法によって支援された再生可能エネルギーの「環境価値」
は、追加性の原則から考えて、一般消費者が負担するＦＩＴ賦課金に
含めるのではなく、その「環境価値」の買い手（電力会社や大規模事
業者）が一定の負担のもと購入できるようＦＩＴ法の運用を改めるべ
き。

●グリーンエネルギー証書の認定制度及びグリーンエネルギー証書を
使ったＣＯ２排出削減の認証制度について、自社の電源構成中の再生
可能エネルギーの割合を高めたり、ＣＯ２排出係数の削減に活用する
ことができるようにすべき。

●消費者は発電事業者を選択するのではなく電力や電源、つまりは事
業所を選択するのが一般的であり、実二酸化炭素排出量の算定につい
ては事業者別ではなく事業所別に統一すべき。

●ＣＯ２のみに注目しているが 原発からは年間ペタベクレルレベルの
放射性物質が排出される。それらが与える環境人体への被害も含めた
評価を行いあわせて評価すべきで。

●２０１５年１月に発表されたＧＨＧプロトコルスコープ２ガイダン
スでは、国際的排出量報告時に利用できる排出係数を固定価格買取制
度を含む公的な補助が適用されているものは認められるが、クレジッ
トなどの認証排出削減量を控除したものは認められないと定義してい
る。国際的算定報告基準であるＧＨＧプロトコルに準拠する排出係数
に修正するか、その係数を追加して示す対応とすべき。
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